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国民健康保険特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

国民健康保険事

業 
[国保年金課] 

 

8,004,000  

(7,926,000) 

 

国 1,393,778 

県  388,842 

他 4,024,802 

 

 

 平成 28年度予算  8,004,000 

 

・保険給付費   4,946,218（1.9％増、H27：4,854,191） 

・一般会計繰入金  468,379（7.5％増、H27： 435,787） 

 

 

 



土地取得特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

土地取得特別会

計 
[財政課] 

 

184,800  

(181,800) 

 

他 178,700 

 

 

 

 

 

 

 

公用もしくは公共の用に供する土地等をあらかじめ取得し、

土地取得の円滑化を図る。 

 

○保有土地の状況（H28.3見込）：4,370.58㎡、195,270千円 

○H26年度末基金現金残高：175,031千円 

 

【基金残高】               （単位：千円） 

 平成 27 年度末見込 増減 平成 28 年度末見込 

土地開発基金 178,451 700 179,151 
 

 



育 英 奨 学 事 業 特 別 会 計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

育英奨学事業 

[学校教育課] 

 

 

9,700  

(8,200) 

 

他 5,241 

 

  未来を担う人材育成のため、また教育の機会均等を図るため、

奨学金を貸与する。 

 

 ・育英奨学資金貸付事業     9,600 

    

   平成 28年度の見込 

    新規  16人(高校生 3人、大学生等 13人) 

    継続  10人(高校生 6人、大学生等 4人) 

 

 



介護保険特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

保険事業勘定 
[高齢福祉課] 

[地域包括支援ｾﾝﾀｰ] 

 

4,798,000  

 (4,541,000) 

 

 

国   956,053 

県   649,168 

他 1,265,486 

 

 

高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよ

う、適正な介護保険のサービスを提供するとともに、高齢者の

介護予防を重視した事業の推進を図る。 

  

平成 28年度予算        4,798,000 

○保険給付費            4,470,285(対前年度比 5.5％増) 

   H27年度 4,235,564  

○介護保険の適正運営 

①介護保険制度の周知、啓発 

②介護保険事業者の指導監督 

○普通徴収対象者の保険料納付促進 

①訪問徴収体制の強化 

②コンビニ収納、口座振替の促進 

○要介護認定の実施 

要介護認定訪問調査、介護認定審査会の開催 

○第６期介護保険事業計画・高齢者福祉計画の推進 

  平成 27年度から３箇年 

○介護保険制度改正に伴うシステム改修 4,741 

○第７期介護保険事業計画・高齢者福祉計画策定準備 2,412 

○地域支援事業 

 

＜事業内容＞ 

①介護予防事業（要介護認定を受けていない者対象） 

○65 歳以上の高齢者を対象に、百歳体操、いきいき脳力

アップ教室、すこやかサロン、回想法を利用した高齢

者対策、すこやか訪問事業、いきがい活動ポイント事

業を実施 

○日常生活支援総合事業移行準備 

・介護予防把握事業（嘱託員） 3,017 

・介護予防通所・訪問モデル事業の実施 3,892 

②包括的支援事業・任意事業（65歳以上が対象） 

〇高齢者の実態把握、総合相談支援事業、認知症総合支援

事業、在宅医療・介護連携推進事業、権利擁護事業を行い、

高齢者が安心して住み慣れた地域で生活することができ

るよう支援する。また、介護給付の適正管理を行う。 

〇介護給付実績の分析・適正管理、介護用品(紙おむつ)

の購入助成、成年後見制度利用支援、お話し相手ボランテ

ィア派遣事業、介護相談員派遣事業、外出支援事業、住宅

改修支援を実施 

・認知症地域支援推進員嘱託員        3,129 

・認知症初期集中支援ﾁｰﾑ嘱託員２人   6,033 

  〇在宅医療や介護への移行調整を行うとともに、在宅療養 

  や在宅看取りの推進を図る。 

  ・嘱託医療ケースワーカー２人      6,107 

〇平成 28年 10月には、河西・速野・中洲学区を対象とす



 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

る北部地区地域包括支援センターを民間委託の運営によ

り開設する。 

・北部地区地域包括支援センター運営業務委託料 21,161 

〇生活支援体制の整備 7,126 
・第１層・第２層（２地区）生活支援コーディネーターの配置 

 

サービス事業勘定 
[地域包括支援ｾﾝﾀｰ] 

 

26,500  

(25,000) 

 

他 21,000 

 

 地域包括支援センターにおいて、予防給付に関するケアマネ

ジメントを行う。  

① ケアプラン作成委託         21,000 

・新規 240件×7,606円＋更新 4,280件×4,480円 

② 職員１人             5,450 

 

 



後期高齢者医療事業特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

後期高齢者医療

事業 
[国保年金課] 

 

725,000  

(676,000) 

 

他 191 

 

 

後期高齢者医療制度の円滑な運営のため、広域連合との連携

のもと、広報啓発に努めるとともに、広域連合に納付する保険

料の徴収、諸届、申請受付事務を行う。 

 

 平成 28年度予算       725,000（前年：676,000） 

 

・後期高齢者医療事業事務費    6,529（前年： 6,308） 

・後期高齢者医療保険料徴収費   4,518（前年： 4,654） 

・後期高齢者医療広域連合負担金 697,818（前年：649,453） 

 

 



農業集落排水事業特別会計 

（単位：千円） 
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事 業 名     
予 算 額 

(前年度当初) 
事 業 内 容 

 

農業集落排水

事業 
[上下水道課] 

[施設工務課] 

 

 

 

271,000  

(263,670) 

 

県    1,330 

他   45,163 

 

 

 

 農業集落排水処理場の適正な運転・維持管理に努めます。ま

た、公共下水道への接続に向けた準備作業に取り組みます。 

 

○ 使用料収入（有収水量） 

   農業集落排水（349,258㎥）       45,141 

 

○ 主な事業 
・農業集落排水施設維持管理費       143,778 

  〔公共下水道接続〕 
    杉江地区接続替えに伴う機器等撤去工事 
    立田・幸津川地区施設の廃止にかかる手続き資料等に 
    関する業務 
 
○ 一般会計繰入金(前年度 208,528)      224,307 
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